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令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３） 

（令和３年３月 26 日） 

 

【全サービス共通】 

問１ 居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従業者が

１名だけということがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修

を定期的にしなければならないのか。 

（答） 

・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連携を密

にして、規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していただき

たい。小規模事業所においては他者・他機関によるチェック機能が得られにくい環境にあ

ることが考えられることから、積極的に外部機関等を活用されたい。 

 

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複数事業

所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て

開催することが考えられる。 

 

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会と

の合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による

外部講師を活用した合同開催等が考えられる。 

 

○ 指定基準の記録の整備の規定について 

問２ 指定基準の記録の整備の規定における「その完結の日」の解釈が示されたが、指定

権者が独自に規定を定めている場合の取扱い如何。 

（答） 

・ 指定権者においては、原則、今回お示しした解釈に基づいて規定を定めていただきたい。 

 

・ なお、指定権者が独自に規定を定めている場合は、当該規定に従っていれば、指定基準

違反になるものではない。 
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【訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション】 

○ 移行支援加算について 

問 14 移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供

を終了した者には、当該事業所の指定訪問リハビリテーション利用を中断したのちに

再開した者も含まれるのか。 

（答） 

・ 移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供を終

了した者とは、当該訪問リハビリテーション事業所の利用を終了し、評価対象期間に利用

を再開していない者をいう。なお通所リハビリテーションにおいても同様に取り扱う。 

 

・ なお、終了後に３月以上が経過した場合で、リハビリテーションが必要であると医師が

判断し当該事業所の利用を再開した時は、新規利用者とみなすことができる。この場合は

評価対象期間に再開した場合でも、終了した者として取り扱う。 

 

【訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション】 

※ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成 30年８月６日）問１は削除

する。 

 

【訪問リハビリテーション】 

※ 平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 27年４月１日）問 91、問 93

は削除する。 

※ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30 年３月 23 日）問 55、問

56、問 64は削除する。 
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【通所系・居住系サービス、施設サービス共通事項】 

○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算、

栄養マネジメント強化加算について 

問 16 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」

とされていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

（答） 

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月

において、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、

当該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、

システムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができ

なかった場合がある。 

 

・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、

必須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であって

も、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 

 

・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ

る。 

 

問 17 ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報

が含まれるが、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

（答） 

ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いた

だくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を

収集するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の

提出自体については、利用者の同意は必要ない。 

 

問 18 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定

に係る同意が取れない場合には算定できないのか。 

（答） 

加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者

を含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が

得られた利用者又は入所者について算定が可能である。 
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○ Barthel Index の読み替えについて 

問 19 科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進加

算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ)

ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業療法

及び言語聴覚療法に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、

老人保健健康増進等事業において一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦ

ステージングから読み替えたものを提出してもよいか。 

（答） 

ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥

当性を含め客観的に検証された指標について、測定者が、 

－ ＢＩに係る研修を受け、 

－ ＢＩへの読み替え規則を理解し、 

－ 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確な BIを別途評価す

る 

等の対応を行い、提出することが必要である。 

 

【通所系・居住系サービス】 

※ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 30、問

31 は削除する。 

※ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成 30年８月６日）問２は削

除する。 
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【介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、介護予防訪問看

護】 

○ 利用開始した月から 12 月を超えた場合の減算 

問 121 介護予防訪問・通所リハビリテーション及び介護予防訪問看護からの理学療法

士・作業療法士・言語聴覚士による訪問について、当該事業所においてサービスを継続

しているが、要介護認定の状態から要支援認定へ変更となった場合の取扱如何。 

（答） 

・ 法第 19 条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた日が属する月をもって、利用が

開始されたものとする。 

 

・ ただし、要支援の区分が変更された場合（要支援１から要支援２への変更及び要支援

２から要支援１への変更）はサービスの利用が継続されているものとみなす。 
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【介護予防訪問リハビリテーション】 

○ 事業所評価加算 

問 122 事業所評価加算は、同加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から12

月（基準に適合しているものとして届け出た年においては、届出の日から同年 12 月ま

での期間）において一定の実績をもとに算定ができるものとされているところである

が、令和３年４月から令和４年３月においては、従前（令和３年度介護報酬改定以前）

の基準に基づいて算定を行っても差し支えないか。 

（答） 

令和３年４月から令和４年３月に限り、令和２年１月から 12 月の実績については従前

（令和３年度介護報酬改定以前）の基準に基づいて算定する。 

 

【介護予防通所リハビリテーション】 

※ 平成 18 年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.１）（平成 18年３月 22日）問 31は削除する。 
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【サービス提供体制強化加算】 

問 126 「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤続年数は

どのように計算するのか。 

（答） 

・ サービス提供体制強化加算における、勤続 10年以上の介護福祉士の割合に係る要件に

ついては、 

－ 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10年以上の者の

割合を要件としたものであり、 

－ 介護福祉士の資格を取得してから 10年以上経過していることを求めるものではない

こと。 

 

・ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について、 

－ 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、

職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数 

－ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員

に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続

年数 

は通算することができる。 

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行

われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。 

 

・ なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介

護職員の「勤続年数 10年の考え方」とは異なることに留意すること。 

 

※ 平成 21 年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Voi.１）（平成 21年３月 23日）問５は削除する。 

 

  


